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Ⅰ 事 業 報 告

１ 農地中間管理事業

認定農業者などの担い手への農地集積・集約化と農地の有効活用を促進するため、農用地の貸

し借りを実施しました。

また、事業の浸透を図るため、パンフレット等の配布や新聞等への広告掲載、ホームページな

どを通じて、広く普及啓発に努めるとともに、事業の実施地域の拡大に取り組み、事業の横展開

を図りました。

さらには、事務局職員の人員体制を強化し、現地駐在員とともに、県、市町村、関係団体と

より一層の連携を図りながら事業を推進しました。

（１）農用地の借受、貸付等

令和２年度は４月から借受希望者の通年募集を行い、２２８件から１４０.４７㏊の応募があ

りました。これを受けて、２０市町において７４.４㏊の農用地を借り受け、２０市町において

前年度からの借受け･貸付先の変更を含む７６.３㏊の農用地を貸し付けました。

累計では借受は２６市町、１９７.７㏊、貸付は２６市町、２１１.２㏊となっています。

（２）農用地の利用条件の改善及び管理

横浜市４件、伊勢原市１件、秦野市３件、大磯町２件、開成町３件の保全管理を実施しました。

２ 農地売買等事業（農地中間管理機構の特例事業）

公社が規模縮小農家等から農用地を買い入れて、規模拡大による経営の安定を図ろうとする農業

者等に対して、農用地を効率的に利用できるように調整したうえで、農用地の売渡しを実施しまし

た。

（１）農用地の取得・売渡

令和２年度は２５,４７７㎡の農用地を買い入れ、前年度から保有している農用地９,３６２

㎡を含めた２４,７９３㎡を売り渡しました。この結果、期末現在で保有している農用地は

１０,０４６㎡です。

（２）農地集積利用調査受託業務

令和２年度は１２市町（横浜市、川崎市、横須賀市、三浦市、厚木市、大和市、海老名市、座

間市、綾瀬市、愛川町、開成町、湯河原町）の農地所有者にアンケート調査を実施し、農地の貸

付意向や借受意向を把握しました。

３ 会議等の実施

令和元年度事業並びに決算状況について令和２年５月２０日に監事監査を受けました。

また、理事会・総会について、第１６８回理事会は６月３日に開催、第５１回定時社員総会及

び第１６９回理事会は６月２３日に開催し、その他の理事会・総会は、決議の省略の手続きによ

り、第１７０回理事会は７月３１日に、令和２年度臨時社員総会は８月２０日に、第１７１回理

事会は９月１６日に、第１７２回理事会は令和３年３月２６日にそれぞれ決議しております。令

和２年度第２回臨時社員総会は３月２９日に提案書を発出し４月１４日に決議しております。

議題等の詳細は７頁、８頁の「３ 主たる会議等」に記載しております。
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Ⅱ 事 業 実 績

１ 農地中間管理事業

（１）借受希望者（受け手）の募集結果

令和２年度 備 考

募集期間 R2.4.1～R3.3.31

募集区域 32市町村

応募件数 228件(法人23件、個人205件)

希望面積 140.47㏊

（２）農地中間管理事業による貸借実績

( )内は前年度

借 受 面 積 貸 付 面 積

実 績 実 績

２年度目標 面 積 達成率 ２年度目標 面 積 達成率

(150.0ha) (29.7ha) (19.9%) (150.0ha) (44.5ha) (29.7%)

150.0ha 74.4ha 49.6% 150.0ha 76.3ha 50.9%

（３）農地中間管理事業による市町別借受・貸付状況

次頁「農地中間管理事業農地マッチング実績表」のとおり

【参考】農地賃借料の内訳

（賃貸借料の徴収支払事務は令和２年１月～令和２年１２月の１年間分を行った。）

徴収した賃料：330件 14,470,324円 （遅延損害金400円を含む）

支払した賃料：478件 15,117,319円

※ 農地中間管理事業の収入・支出の差、646,995円は、公社が農地を借り受け、貸し付けるま

での貸借期間に係る賃借料に相当するものであり、補助金が充当されています。
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２ 農 地 売 買 等 事 業

（１）農用地等取得状況

地 区 名 面 積(㎡) 現 況 取得年月日 取 得 金 額(円) 備 考

三浦市毘沙門 647 畑 3,973,000
R2.11.16 一般売買

737 畑 4,619,000

三浦市上宮田 1,273 畑 R2.12.10 4,902,000 一般売買

茅ヶ崎市萩園 997 畑 R2.12.11 7,539,000 一般売買

三浦市松輪ほか 1,291 畑 6,919,000

287 畑 R2.12.21 1,161,000 買入協議

467 畑 1,115,000

三浦市下宮田ほか 1,766 畑 8,373,000

575 畑 R2.12.21 2,891,000 買入協議

352 畑 2,089,000

三 浦 市 菊 名 912 畑 R2.12.21 5,138,000 買入協議

1,200 畑 6,760,000

横 須 賀 市 林 1,114 畑 R2.12.21 5,310,000 一般売買

横須賀市長井 2,259 畑 R2.12.22 12,334,000 買入協議

横須賀市長井② 2,754 畑 R2.12.22 12,979,000 買入協議

横 浜 市 新 羽 991 畑 R3. 3.23 7,000,000 一般売買

寒 川 町 田 端 1,087 畑 6,577,000
R3. 3.24 買入協議

1,004 畑 6,074,000

三 浦 市 六 合 978 畑 4,496,000
R3. 3.25 買入協議

981 畑 4,961,000

三浦市下宮田 1,588 畑 7,301,000
R3. 3.25 買入協議

597 畑 2,470,000

横浜市上谷本 811 畑 R3. 3.27 3,974,000 一般売買

二 宮 町 中 里 664 畑 R3. 3.27 200,000 一般売買

横 浜 市 恩 田 145 畑 R3. 3.29 1,350,000 一般売買

計（Ａ） 25,477 130,505,000

【注】・備考欄に記載の用語については、次のとおりです。

「買入協議」……買入協議制度に基づき、農地売買等事業を実施し買入れた地区。
1500万円までの譲渡所得税特別控除が受けることができます。

「一般売買」……買入協議制度によらないで、農地売買等事業を実施し買入れた地区。
800万円までの譲渡所得税特別控除が受けることができます。
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（２）農用地等売渡状況

地 区 名 面 積(㎡) 現 況 売渡年月日 売 渡 金 額(円) 備 考

01三浦市上宮田 1,325 畑 R2. 6.17 8,756,000 担い手育成タイプ

01三浦市宮川ほか 1,051 畑 7,128,000
R2. 6.17 担い手育成タイプ

01三浦市六合ほか② 894 畑 4,670,000

2,067 畑 10,557,000

968 畑 6,272,000
R2. 8. 4 担い手育成タイプ

01三浦市原町ほか 1,940 畑 11,295,000

1,117 畑 6,941,000

三浦市毘沙門 647 畑 R3. 1.21 4,052,000 担い手育成タイプ

737 畑 R3. 1.21 4,711,000 担い手育成タイプ

三浦市松輪ほか 1,291 畑 R3. 2. 8 7,057,000 担い手育成タイプ

287 畑 R3. 2. 8 1,184,000 担い手育成タイプ

467 畑 R3. 2. 8 1,137,000 担い手育成タイプ

三浦市上宮田 1,273 畑 R3. 2. 9 5,000,000 担い手育成タイプ

三浦市下宮田ほか 1,766 畑 8,540,000

575 畑 R3. 2. 9 2,949,000 担い手育成タイプ

352 畑 2,131,000

三 浦 市 菊 名 912 畑 R3. 2. 9 5,240,000 担い手育成タイプ

茅ヶ崎市萩園 997 畑 R3. 2.12 7,689,000 担い手育成タイプ

横須賀市長井 2,259 畑 R3. 3. 9 12,580,000 担い手育成タイプ

横須賀市長井② 2,754 畑 R3. 3. 9 13,238,000 担い手育成タイプ

横 須 賀 市 林 1,114 畑 R3. 3.25 5,416,000 担い手育成タイプ

計 24,793 ※ 136,543,000

【注】・備考欄に記載の用語については、次のとおりです。

「一般タイプ」…………農地売買等事業の一般タイプの事業。農地中間管理機構が農用地
の買入資金について金融機関から借入れ、その保有している期間
の借入利息について、県から一部利子助成を受け、その残利息を
農用地の売渡価額に算入します。このため買入農家の利息負担が
生じます。

「担い手育成タイプ」…農地売買等事業の特別タイプの事業。農地中間管理機構が農用地
の買入資金について金融機関から借入れ、その保有している期間
の借入利息について、県から全額利子助成を受けます。このため、
農用地の売渡価額に利息が算入されず買入農家の利息負担は生じ
ません。

※ 売渡金額 136,543,000円に対する農地取得時の金額(売渡原価)は次のとおり。

令和２年度売渡原価 期首保有農地取得金額 当該年度農地取得金額 期末保有農地取得金額
(Ｂ＋Ａ-Ｃ) (Ｂ) (Ａ) (Ｃ)

133,872,000円 54,530,000円 130,505,000円 51,163,000円
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（３）農用地等期首・期末保有状況

① 期首保有状況

地 区 名 面 積(㎡) 現 況 取得年月日 取 得 金 額(円) 備 考

01三浦市宮川ほか 1,051 畑 R1.12.23 6,988,000 担い手育成タイプ

01三浦市上宮田 1,325 畑 R2. 3.21 8,585,000 担い手育成タイプ

01三浦市原町ほか 1,940 畑 11,074,000
R2. 3.24 担い手育成タイプ

1,117 畑 6,805,000

01三浦市六合ほか② 2,067 畑 R2. 3.26 10,350,000

968 畑 6,149,000 担い手育成タイプ
R2. 3.26

894 畑 4,579,000

計（Ｂ） 9,362 54,530,000

【注】・備考欄に記載の用語については、（２）の「農用地等売渡状況」と同じです。

② 期末保有状況

地 区 名 面 積(㎡) 現 況 取得年月日 取 得 金 額(円) 備 考

02三 浦 市 菊 名 1,200 畑 R2.12.21 6,760,000 買入協議

02横 浜 市 新 羽 991 畑 R3. 3.23 7,000,000 一般売買

02寒 川 町 田 端 1,087 畑 6,577,000
R3. 3.24 買入協議

1,004 畑 6,074,000

02三 浦 市 六 合 978 畑 4,496,000
R3. 3.25 買入協議

981 畑 4,961,000

02三浦市下宮田 1,588 畑 7,301,000
R3. 3.25 買入協議

597 畑 2,470,000

02横浜市上谷本 811 畑 R3. 3.27 3,974,000 一般売買

02二 宮 町 中 里 664 畑 R3. 3.27 200,000 一般売買

02横 浜 市 恩 田 145 畑 R3. 3.29 1,350,000 一般売買

計（Ｃ） 10,046 51,163,000

【注】・備考欄に記載の用語については、（２）の「農用地等売渡状況」と同じです。

（４）受託事業実施状況

発注者 業 務 名 契 約 期 間 契 約 金 額(円)

神奈川県 令和２年度農地集積利用調査業務委託 R2.6.18 ～ R2.12.25 5,357,000
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３ 主 た る 会 議 等

年 月 日 説 明 主催者

２. ５.１９ 農地中間管理事業の説明［重点実施区域東方北部土地改良区］ 横浜市
（横浜）

農地中間管理機構事業の活用について

２. ５.２０ 令和元年度事業並びに決算状況について監事監査（横浜） 農業公社

２. ６. ３ 第１６８回理事会開催（横浜） 農業公社
第１号議案 令和元年度事業報告及び決算について
第２号議案 公益社団法人神奈川県農業公社資産運用規程の

一部改正について
第３号議案 第５１回定時社員総会の開催日時及び付議事項

について
報告事項

令和２年度事業計画及び収支予算について ほか

２. ６.１８ 全国農地保有合理化協会第８１回定時総会（東京） 合理化協会
議決権行使書提出

２. ６.２３ 第５１回定時社員総会開催（横浜） 農業公社
第１号議案 令和元年度決算について
第２号議案 役員の選任について
報告事項

令和元年度事業報告について
令和２年度事業計画及び収支予算について ほか

２. ６.２３ 第１６９回理事会開催(横浜） 農業公社
議案 会長、副会長、専務理事の選定について

２. ６.２８ 農地中間管理事業評価委員会開催（書面開催） 農業公社
評価委員４名 令和元年度事業評価

２. ７.１７ 第１７０回理事会開催（みなし決議） 農業公社
～３１ 第１号議案 令和２年度臨時社員総会の開催及び付議事項

について

２. ８. ６ 令和２年度臨時社員総会開催（みなし決議） 農業公社
～２０ 第１号議案 補欠役員（理事）２名の選任について

２. ８.２０ 農地中間管理事業活用市町当担当者会議 農業公社

２. ９.１５ 三浦地区（第１回）農地集積推進事業推進協議会（持ち回り） 農業公社

２. ９. ２ 第１７１回理事会開催（みなし決議） 農業公社
～１６ 第１号議案 副会長１名の選定について

２.１０.１４ 農林水産省ヒアリング担当者会議（東京） 農林水産省

２.１０.１６ 令和２年度換地関係研修会 神奈川県土
研修講師として１名参加 事業制度説明 地改良事業

団体連合会

２.１０.２０ 三浦地区（第２回）農地集積推進事業推進協議会（書面協議） 農業公社
～２８

２.１０.２０ 横浜市東方土地改良区総会 土地改良区
事業制度説明 ２名参加

２.１０.２１ 全国農地保有合理化協会関東ブロック会議（東京） 合理化協会
公社から１名出席(ネット）
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年 月 日 説 明 主催者

２.１１. ４ 神奈川県行政改革推進協議会第三セクター等改革推進部会 神奈川県
２名参加

２.１０.２８ 茅ヶ崎・寒川地区合同（第１回）農地集積推進事業推進協議会 農業公社
～１１. ９ （書面協議）

２.１１.１２ 神奈川県監査委員による財政援助団体等監査 監査事務局

２.１１.２０ 三浦地区（第３回）農地集積推進事業推進協議会（書面協議） 農業公社
～２８

２.１１.２５ 横須賀地区（第１回）農地集積推進事業推進協議会（書面協議） 農業公社
～３０

２.１１.３０ かながわ農業アカデミー特別講座（海老名） 農業公社・
事業制度説明 参入農地等の個別相談 １名参加 神奈川県

２.１２.１６ 経営所得安定対策担当者会議（横浜） 県農業会議
事業制度説明 ２名出席

３. ２.１７ 横浜北部地区（第１回）農地集積推進事業推進協議会 農業公社

３. ２.１５ 三浦地区（第４回）農地集積推進事業推進協議会（書面協議） 農業公社
～２２

３. ２.１５ 横須賀・三浦地区合同（第１回）農地集積推進事業推進協議会 農業公社
～２２ （書面協議）

３. ２.１７ 寒川地区（第１回）農地集積推進事業推進協議会（書面協議） 農業公社
～２４

３. ２.２２ 二宮地区（第１回）農地集積推進事業推進協議会（持ち回り） 農業公社
～２５

３. ３. ５ 厚木市都市農業支援センター、厚木愛川合同事務所情報交換会 神奈川県
（厚木） 農業公社

農地中間管理事業の活用について説明 １名参加

３. ３.１６ 第１７２回理事会開催（みなし決議） 農業公社
～２６ 第１号議案 令和２年度収支予算の補正について

第２号議案 令和３年度事業計画及び収支予算について
第３号議案 令和３年度資金調達及び設備投資の見込みに

ついて
第４号議案 資金の運用について
第５号議案 公益社団法人神奈川県農業公社農地中間管理

事業の実施に関する規程の一部改正について
第６号議案 令和２年度第２回臨時社員総会の開催日時及び

付議事項について
報告事項

公益社団法人神奈川県農業公社諸規程の一部改正について

３. ３.２９ 令和２年度第２回臨時社員総会開催（みなし決議） 農業公社
～４.１４ 第１号議案 補欠役員（理事）１名の選任について
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Ⅲ 組 織 の 概 況

１ 社 員 数

前 年 度 末 年 度 内 増 減 当 年 度 末 現 在

４１ ０ ４１

２ 出資(預託)状況

名 称 社 員 数 出資(預託)口数 (口） 出資(預託)金額 （千円）

県 １ ２７９ ２７,９００

市 １８ ２５５ ２５,５００

町 １３ ２３ ２,３００

村 １ １ １００

農 業 団 体 ８ ３０９ ３０,９００

計 ４１ ８６７ ８６,７００

農業団体からは、預託金としている。

３ 役員の状況

（１）役員数（令和３年５月１日現在）

理事 ９人 監事 ２人 計 １１人 （理事３人欠員）

（２）役員就退任の状況
（ 敬 称 略 ）

年 月 日 就・退 説 明

令和 ２ 年 ６月２３日 退任 理事 竹 本 佳 正 (一般社団法人神奈川県畜産会
【注】 専務理事）

就任 理事 齋 藤 徳 明（川崎市都市農業振興センター所長）
〃 理事 石 田 聡 (一般社団法人神奈川県畜産会

専務理事）

令和 ２ 年 ６月２９日 辞任 理事 木 内 和 明 (神奈川県信用農業協同組合連合会
常務理事）

令和 ２ 年 ８月２０日 辞任 副会長 三 ツ 堀 清 已 (神奈川県農業協同組合中央会
代表理事副会長）

令和 ２ 年 ８月３１日 就任 理事 平 本 光 男 (神奈川県農業協同組合中央会
代表理事副会長）

理事 麻 生 和 義 (神奈川県信用農業協同組合連合会
常務理事）

令和 ２ 年 ９月１６日 就任 副会長 平 本 光 男 (神奈川県農業協同組合中央会
代表理事副会長）

令和 ２ 年１２月３１日 辞任 理事 深 澤 豊 和（湯河原町農林水産課長）

令和 ３ 年 ３月３１日 辞任 理事 小 澤 武 典（神奈川県環境農政局農政部長）
〃 理事 荒 原 伸 治（横浜市環境創造局農政部長）
〃 理事 篠 原 愼 一 (神奈川県土地改良事業団体連合会

専務理事）

【注】 令和２年６月２３日の定時社員総会終結をもって役員の任期は満了し、当該総会において

役員が選任された。本表においては再任された役員の状況は省略している。
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４ 職 員 数
（単位：人 令和３年５月１日現在）

区 分 常 勤 職 員 非常勤職員 計 備 考

事務局長 １ ０ １ 県派遣職員

総務農政課 ５ ６ １１ 現地駐在員４人含む

計 ６ ６ １２
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Ⅳ　決　算　諸　表

　１　　貸　　借　　対　　照　　表

令和３年 ３月３１日現在 （単位：円）　
科　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

Ⅰ　資　産　の　部

　１．流　動　資　産

現 金 預 金 10,136,614 6,405,940 3,730,674 

未 収 金 5,455,500 2,201,000 3,254,500 

合 理 化 資 産 51,163,000 54,530,000 △ 3,367,000 

前 払 費 用 173,238 175,238 △ 2,000 

貯 蔵 品 19,376 23,570 △ 4,194 

流 動 資 産 合 計 66,947,728 63,335,748 3,611,980 

　２．固　定　資　産

  　(1)  特定資産

合理化基金引当資産 59,100,000 59,100,000 0 

長 期 預 り 金 引 当 資 産 30,900,000 30,900,000 0 

退 職 給 付 引 当 資 産 15,804,000 15,434,000 370,000 

財 政 調 整 引 当 預 金 10,000,000 12,000,000 △ 2,000,000 

特定資産合計 115,804,000 117,434,000 △ 1,630,000 

  　(2)  その他固定資産

投 資 有 価 証 券 52,000 65,000 △ 13,000 

関 係 機 関 出 資 金 31,720,000 31,720,000 0 

長 期 前 払 費 用 406,800 610,200 △ 203,400 

その他固定資産合計 32,178,800 32,395,200 △ 216,400 

固 定 資 産 合 計 147,982,800 149,829,200 △ 1,846,400 

資　　産　　合　　計 214,930,528 213,164,948 1,765,580 

Ⅱ　負　債　の　部

　１．流　動　負　債

未 払 金 7,745,950 3,867,551 3,878,399 

未 払 費 用 1,405,777 1,512,828 △ 107,051 

短 期 借 入 金 51,163,000 54,530,000 △ 3,367,000 

前 受 金 0 18,100 △ 18,100 

預 り 金 12,503 28,667 △ 16,164 

賞 与 引 当 金 2,942,521 2,767,062 175,459 

流 動 負 債 合 計 63,269,751 62,724,208 545,543 

　２．固　定　負　債

退 職 給 付 引 当 金 15,804,498 15,434,159 370,339 

長 期 預 り 金 30,900,000 30,900,000 0 

固 定 負 債 合 計 46,704,498 46,334,159 370,339 

負　　債　　合　　計 109,974,249 109,058,367 915,882 

Ⅲ　正 味 財 産 の 部

　１．一般正味財産 104,956,279 104,106,581 849,698 
（うち特定資産への充当額） (69,100,000) (71,100,000) (△2,000,000)

正 味 財 産 合 計 104,956,279 104,106,581 849,698 

負債及び正味財産合計 214,930,528 213,164,948 1,765,580 
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（単位：円）　

科　　　目 公益目的事業会計 法人会計 内部取引等消去 合　　計

Ⅰ　資　産　の　部

　１．流　動　資　産

現 金 預 金 8,924,965 1,211,649 10,136,614 

未 収 金 5,455,500 0 5,455,500 

合 理 化 資 産 51,163,000 0 51,163,000 

前 払 費 用 173,238 0 173,238 

貯 蔵 品 19,376 0 19,376 

法 人 会 計 勘 定 1,094,739 0 △ 1,094,739 0 

流 動 資 産 合 計 66,830,818 1,211,649 △ 1,094,739 66,947,728 

　２．固　定　資　産

  　(1)  特定資産

合理化基金引当資産 59,100,000 0 59,100,000 

長 期 預 り 金 引 当 資 産 30,900,000 0 30,900,000 

退 職 給 付 引 当 資 産 0 15,804,000 15,804,000 

財 政 調 整 引 当 預 金 0 10,000,000 10,000,000 

特定資産合計 90,000,000 25,804,000 115,804,000 

  　(2)  その他固定資産

投 資 有 価 証 券 52,000 0 52,000 

関 係 機 関 出 資 金 0 31,720,000 31,720,000 

長 期 前 払 費 用 406,800 0 406,800 

その他固定資産合計 458,800 31,720,000 32,178,800 

固 定 資 産 合 計 90,458,800 57,524,000 147,982,800 

資　　産　　合　　計 157,289,618 58,735,649 △ 1,094,739 214,930,528 

Ⅱ　負　債　の　部

　１．流　動　負　債

未 払 金 7,728,527 17,423 7,745,950 

未 払 費 用 1,402,983 2,794 1,405,777 

短 期 借 入 金 51,163,000 0 51,163,000 

預 り 金 12,503 0 12,503 

賞 与 引 当 金 2,942,521 0 2,942,521 

公益目的事業会計勘定 0 1,094,739 △ 1,094,739 0 

流 動 負 債 合 計 63,249,534 1,114,956 △ 1,094,739 63,269,751 

　２．固　定　負　債

退 職 給 付 引 当 金 0 15,804,498 15,804,498 

長 期 預 り 金 30,900,000 0 30,900,000 

固 定 負 債 合 計 30,900,000 15,804,498 46,704,498 

負　　債　　合　　計 94,149,534 16,919,454 △ 1,094,739 109,974,249 

Ⅲ　正 味 財 産 の 部

　１．一般正味財産 63,140,084 41,816,195 104,956,279 
（うち特定資産への充当額） (59,100,000) (10,000,000) (69,100,000)

正 味 財 産 合 計 63,140,084 41,816,195 104,956,279 
負債及び正味財産合計 157,289,618 58,735,649 △ 1,094,739 214,930,528 

貸　借　対　照　表　内　訳　表

令和３年 ３月３１日現在
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２    正　味　財　産　増　減　計　算　書

令和 ２ 年 ４ 月 １ 日　から 令和 ３ 年 ３ 月３１日まで （単位：円）

科　　　目 当　年　度 前　年　度 増　　減

 Ⅰ 一般正味財産増減の部

　 1. 経常増減の部

(1) 経常収益

① 特定資産運用益 (407,536) (407,738) (△ 202)

特定資産受取利息 407,536 407,738 △ 202 

② 事業収益 (161,583,924) (150,933,897) (10,650,027)

用地売渡収益 136,543,000 130,725,000 5,818,000 

用地貸付料収益 14,469,924 10,050,897 4,419,027 

受託料収益 5,357,000 5,368,000 △ 11,000 

その他収益 5,214,000 4,790,000 424,000 

③ 受取補助金 (53,484,667) (47,070,667) (6,414,000)

受取農地集積推進事業費補助金 9,152,000 8,701,000 451,000 

受取農地中間管理機構事業推進費補助金 44,332,667 38,369,667 5,963,000 

④ 雑収益 (1,235,269) (1,235,460) (△ 191)

受取利息 69 60 9 

受取配当金 1,234,800 1,234,800 0 

雑収益 400 600 △ 200 

経常収益計 216,711,396 199,647,762 17,063,634 

(2) 経常費用

① 事業費 (213,241,639) (198,341,892) (14,899,747)

用地売渡原価 133,872,000 128,163,000 5,709,000 

支払利息 542,078 604,341 △ 62,263 

用地賃借料 15,117,319 11,073,355 4,043,964 

役員報酬 0 57,000 △ 57,000 

給料手当 41,400,553 38,789,886 2,610,667 

福利厚生費 6,378,427 5,749,722 628,705 

会議費 438 4,807 △ 4,369 

旅費交通費 931,710 1,003,037 △ 71,327 

通信運搬費 2,164,016 1,928,044 235,972 

消耗品費 226,967 214,181 12,786 

印刷製本費 774,859 846,974 △ 72,115 

賃借料 2,977,992 2,869,717 108,275 

諸謝金 72,000 54,000 18,000 

租税公課 906,200 446,200 460,000 

委託費 4,226,711 2,936,968 1,289,743 

雑費 707,848 833,598 △ 125,750 

賞与引当金繰入額 2,942,521 2,767,062 175,459 



- 14 -

② 管理費 (2,620,059) (4,411,251) (△ 1,791,192)

役員報酬 76,000 95,000 △ 19,000 

給料手当 350,679 533,746 △ 183,067 

退職給付費用 370,339 1,002,102 △ 631,763 

福利厚生費 187,518 215,472 △ 27,954 

会議費 51,600 21,640 29,960 

旅費交通費 31,482 41,490 △ 10,008 

通信運搬費 80,667 64,718 15,949 

消耗品費 24,596 16,726 7,870 

光熱水料費 91,816 94,239 △ 2,423 

賃借料 392,172 759,126 △ 366,954 

租税公課 200 200 0 

支払負担金 450,000 450,000 0 

交際費 0 20,000 △ 20,000 

委託費 508,750 1,093,460 △ 584,710 

雑費 4,240 3,332 908 

経常費用計 215,861,698 202,753,143 13,108,555 

当期経常増減額 849,698 △ 3,105,381 3,955,079 

2. 経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 

(2) 経常外費用

① (0) (2) (△ 2)

什器備品除却損 　 0 2 △ 2 

経常外費用計 0 2 △ 2 

当期経常外増減額 0 △ 2 2 

当期一般正味財産増減額 849,698 △ 3,105,383 3,955,081 

一般正味財産期首残高 104,106,581 107,211,964 △ 3,105,383 

一般正味財産期末残高 104,956,279 104,106,581 849,698 

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0 

指定正味財産期首残高 0 0 0 

指定正味財産期末残高 0 0 0 

Ⅲ 正味財産期末残高 104,956,279 104,106,581 849,698 

固定資産除却損
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正味財産増減計算書内訳表

令和 ２ 年 ４ 月 １ 日　から 令和 ３ 年 ３ 月３１日まで （単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 合　　計

 Ⅰ 一般正味財産増減の部

　 1. 経常増減の部

(1) 経常収益

① 特定資産運用益 (404,985) (2,551) (407,536)

特定資産受取利息 404,985 2,551 407,536 

② 事業収益 (160,201,285) (1,382,639) (161,583,924)

用地売渡収益 136,543,000 0 136,543,000 

用地貸付料収益 14,469,924 0 14,469,924 

受託料収益 5,357,000 0 5,357,000 

その他収益 3,831,361 1,382,639 5,214,000 

③ 受取補助金 (53,484,667) (0) (53,484,667)

受取農地集積推進事業費補助金 9,152,000 0 9,152,000 

受取農地中間管理機構事業推進費補助金 44,332,667 0 44,332,667 

④ 雑収益 (400) (1,234,869) (1,235,269)

受取利息 0 69 69 

受取配当金 0 1,234,800 1,234,800 

雑収益 400 0 400 

経常収益計 214,091,337 2,620,059 216,711,396 

(2) 経常費用

① 事業費 (213,241,639) (0) (213,241,639)

用地売渡原価 133,872,000 0 133,872,000 

支払利息 542,078 0 542,078 

用地賃借料 15,117,319 0 15,117,319 

給料手当 41,400,553 0 41,400,553 

福利厚生費 6,378,427 0 6,378,427 

会議費 438 0 438 

旅費交通費 931,710 0 931,710 

通信運搬費 2,164,016 0 2,164,016 

消耗品費 226,967 0 226,967 

印刷製本費 774,859 0 774,859 

賃借料 2,977,992 0 2,977,992 

諸謝金 72,000 0 72,000 

租税公課 906,200 0 906,200 

委託費 4,226,711 0 4,226,711 

雑費 707,848 0 707,848 

賞与引当金繰入額 2,942,521 0 2,942,521 

科　　　目
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② 管理費 (0) (2,620,059) (2,620,059)

役員報酬 0 76,000 76,000 

給料手当 0 350,679 350,679 

退職給付費用 0 370,339 370,339 

福利厚生費 0 187,518 187,518 

会議費 0 51,600 51,600 

旅費交通費 0 31,482 31,482 

通信運搬費 0 80,667 80,667 

消耗品費 0 24,596 24,596 

光熱水料費 0 91,816 91,816 

賃借料 0 392,172 392,172 

租税公課 0 200 200 

支払負担金 0 450,000 450,000 

委託費 0 508,750 508,750 

雑費 0 4,240 4,240 

経常費用計 213,241,639 2,620,059 215,861,698 

当期経常増減額 849,698 0 849,698 

2. 経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 

当期経常外増減額 0 0 0 

他会計振替額 0 0 0 

当期一般正味財産増減額 849,698 0 849,698 

一般正味財産期首残高 62,290,386 41,816,195 104,106,581 

一般正味財産期末残高 63,140,084 41,816,195 104,956,279 

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0 

指定正味財産期首残高 0 0 0 

指定正味財産期末残高 0 0 0 

Ⅲ 正味財産期末残高 63,140,084 41,816,195 104,956,279 
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（単位：円）

農地売買
等事業

農地集積
利用調査

農地中間
管理事業

 Ⅰ 一般正味財産増減の部

　 1. 経常増減の部

(1) 経常収益

① 特定資産運用益 (404,985) (0) (0) (404,985) (2,551) (407,536)

特定資産受取利息 404,985 0 0 404,985 2,551 407,536 

② 事業収益 (140,374,361) (5,357,000) (14,469,924) (160,201,285) (1,382,639) (161,583,924)

用地売渡収益 136,543,000 0 0 136,543,000 0 136,543,000 

用地貸付料収益 0 0 14,469,924 14,469,924 0 14,469,924 

受託料収益 0 5,357,000 0 5,357,000 0 5,357,000 

その他収益 3,831,361 0 0 3,831,361 1,382,639 5,214,000 

③ 受取補助金 (9,152,000) (0) (44,332,667) (53,484,667) (0) (53,484,667)

受取農地集積推進事業費補助金 9,152,000 0 0 9,152,000 0 9,152,000 

0 0 44,332,667 44,332,667 0 44,332,667 

④ 雑収益 (0) (0) (400) (400) (1,234,869) (1,235,269)

受取利息 0 0 0 0 69 69 

受取配当金 0 0 0 0 1,234,800 1,234,800 

雑収益 0 0 400 400 0 400 

経常収益計 149,931,346 5,357,000 58,802,991 214,091,337 2,620,059 216,711,396 

(2) 経常費用

① 事業費 (149,081,648) (5,357,000) (58,802,991) (213,241,639) (0) (213,241,639)

用地売渡原価 133,872,000 0 0 133,872,000 0 133,872,000 

支払利息 542,078 0 0 542,078 0 542,078 

用地賃借料 0 0 15,117,319 15,117,319 0 15,117,319 

給料手当 8,145,336 2,603,659 30,651,558 41,400,553 0 41,400,553 

福利厚生費 1,540,007 436,504 4,401,916 6,378,427 0 6,378,427 

会議費 438 0 0 438 0 438 

旅費交通費 237,420 0 694,290 931,710 0 931,710 

通信運搬費 54,601 1,480,562 628,853 2,164,016 0 2,164,016 

消耗品費 110,487 0 116,480 226,967 0 226,967 

印刷製本費 74,148 325,575 375,136 774,859 0 774,859 

賃借料 654,544 0 2,323,448 2,977,992 0 2,977,992 

諸謝金 0 0 72,000 72,000 0 72,000 

租税公課 660,800 243,400 2,000 906,200 0 906,200 

委託費 71,500 267,300 3,887,911 4,226,711 0 4,226,711 

雑費 175,768 0 532,080 707,848 0 707,848 

賞与引当金繰入額 2,942,521 0 0 2,942,521 0 2,942,521 

受取農地中間管理機構事業推進費補助金

正味財産増減計算書事業別内訳表

公益目的事業

合　計

    令和 ２年 ４ 月 １ 日　から 令和 ３ 年 ３ 月３１日まで

法人会計科　　　目
公益目的
事業会計

　計
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② 管理費 (0) (0) (0) (0) (2,620,059) (2,620,059)

役員報酬 0 0 0 0 76,000 76,000 

給料手当 0 0 0 0 350,679 350,679 

退職給付費用 0 0 0 0 370,339 370,339 

福利厚生費 0 0 0 0 187,518 187,518 

会議費 0 0 0 0 51,600 51,600 

旅費交通費 0 0 0 0 31,482 31,482 

通信運搬費 0 0 0 0 80,667 80,667 

消耗品費 0 0 0 0 24,596 24,596 

光熱水料費 0 0 0 0 91,816 91,816 

賃借料 0 0 0 0 392,172 392,172 

租税公課 0 0 0 0 200 200 

支払負担金 0 0 0 0 450,000 450,000 

委託費 0 0 0 0 508,750 508,750 

雑費 0 0 0 0 4,240 4,240 

経常費用計 149,081,648 5,357,000 58,802,991 213,241,639 2,620,059 215,861,698 

当期経常増減額 849,698 0 0 849,698 0 849,698 

　 2. 経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計 0 0 0 0 0 0 

(2) 経常外費用

経常外費用計 0 0 0 0 0 0 

当期経常外増減額 0 0 0 0 0 0 

他会計振替額 0 0 0 0 0 0 

当期一般正味財産増減額 849,698 0 0 849,698 0 849,698 

一般正味財産期首残高 62,290,386 0 0 62,290,386 41,816,195 104,106,581 

一般正味財産期末残高 63,140,084 0 0 63,140,084 41,816,195 104,956,279 

Ⅱ 指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0 0 0 0 

指定正味財産期首残高 0 0 0 0 0 0 

指定正味財産期末残高 0 0 0 0 0 0 

Ⅲ 正味財産期末残高 63,140,084 0 0 63,140,084 41,816,195 104,956,279 
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３ 財 務 諸 表 に 対 す る 注 記

一 般 会 計

１．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券 ………償却原価法で計上している。し、債券金額と異なる

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

合理化資産 ……………… 評価は個別原価法によっている。

貯蔵品 …………………… 評価は個別原価法によっている。

(3) 引当金の計上基準について

退職給付引当金 ………… 職員の退職給付に備えるため、当該事業年度における退職給付債

務額の期末要支給額を計上している。

期末要支給額については、職員の期末における自己都合退職の退

職給付要支給額を計上している。

賞与引当金 ……………… 職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に

帰属する額を計上している。

(4) リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借り主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

(5) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込み方式によっている。

(6) 預託金の会計処理

農業団体８団体からの預託金の会計処理は、固定資産の長期預り金引当資産及び固定負債の長

期預り金に計上している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産 0 0 0 0

特定資産

合理化基金引当資産 59,100,000 0 0 59,100,000

長期預り金引当資産 30,900,000 0 0 30,900,000

退職給付引当資産 15,434,000 370,000 0 15,804,000

財政調整引当預金 12,000,000 0 2,000,000 10,000,000

小 計 117,434,000 370,000 2,000,000 115,804,000

合 計 117,434,000 370,000 2,000,000 115,804,000
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３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

(うち指定正味財 (うち一般正味財 (うち負債に対応

科 目 当期末残高 産からの充当額) 産からの充当額) する額)

基本財産 0 0 0 0

特定資産

合理化基金引当資産 59,100,000 － (59,100,000)

長期預り金引当資産 30,900,000 － ( － ) (30,900,000)

退職給付引当資産 15,804,000 － ( － ) (15,804,000)

財政調整引当預金 10,000,000 (10,000,000) ( － )

小 計 115,804,000 0 (69,100,000) (46,704,000)

合 計 115,804,000 0 (69,100,000) (46,704,000)

４．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位：円)

科 目 帳簿価額 時 価 評価損益

国債 第336回 10年(基金) 20,052,000 20,462,000 410,000

国債 第333回 10年(基金) 39,988,600 40,876,000 887,400

国債 第157回 20年(基金) 29,773,440 29,475,000 △298,440

合 計 89,814,040 90,813,000 998,960

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位：円)

補助金等の名称 交付者 前期末 当 期 当 期 当期末 貸借対照表上
残 高 増加額 減少額 残 高 の記載区分

補助金

農地集積推進事業 神奈川県 0 9,152,000 9,152,000 0 －
費補助金

農地中間管理機構 神奈川県 0 44,332,667 44,332,667 0 －
事業推進費補助金

合 計 0 53,484,667 53,484,667 0 －

６．その他

(1) 当事業年度まで公益目的事業として農地集積利用調査受託業務を実施した。
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４ 附 属 明 細 書

一 般 会 計

１．基本財産及び特定資産の明細

財務諸表に対する注記に記載しているため内容の記載を省略

２．引当金の明細

(単位：円)

当期減少額

科 目 期首残高 当期増加額 目的使用 その他 期末残高

賞与引当金 2,767,062 2,942,521 2,767,062 0 2,942,521

退職給付引当金 15,434,159 370,339 0 0 15,804,498

合 計 18,201,221 3,312,860 2,767,062 0 18,747,019
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（単位：円）

場所・物量等 使用目的等

(流動資産)

 現　金 手元保管 運転資金として 56,824

 預　金 普通預金 運転資金として 10,079,790

横浜銀行　県庁支店 139,081

神奈川県信連　本所 4,673,539

神奈川県信連　本所 (決済用口座) 5,267,170

未収金
合理化資産の土地売買に係る売渡額1件、農地
貸付料等 5,455,500

合理化資産 期末保有農地８地区 農地売買等事業により売り渡す農地として 51,163,000

前払費用 前払賃借料 ４月分事務所賃借料 173,238

貯　蔵　品 郵便切手､レターパック 買い置き郵便切手､レターパック 19,376

66,947,728

(固定資産)

 特定資産

合理化基金引当資産 国債・定期預金 (公益目的事業会計保有財産) 59,100,000

神奈川県信連　本所 運用益を公益目的事業の財源としている 11,400

国債 第336回10年
公益目的保有財産であり、運用益を公益目的
事業の財源としている 20,000,000

国債 第333回10年 　　　　　　　〃 35,800,000

国債 第333回10年 運用益を公益目的事業の財源としている 3,288,600

長期預り金引当資産 国債・定期預金 30,900,000

国債 第333回10年
長期預り金を返還するための資金で、運用益を
公益目的事業の財源としている 900,000

国債 第157回20年 　　　　　　　〃 29,773,440

神奈川県信連　本所 　　　　　　　〃 226,560

退職給付引当資産 定期預金 (法人会計保有財産)

神奈川県信連　本所
職員３名に対する退職金の支払いに備えた資
金 15,804,000

財政調整引当預金 定期預金

神奈川県信連　本所 公社運営資金不足に備えた資金 10,000,000

投資有価証券 国債 (公益目的事業会計保有財産)

国債 第336回10年
国債第３３６回１０年購入時の額面超過額の
未償却額 52,000

関係機関出資金 31,720,000

県信連出資金 (法人会計保有財産) 30,870,000

県農業信用基金協会出資金 　　　〃 500,000

全国農地保有合理化協会出資金 　　　〃 350,000

長期前払費用 前払農地賃借料
(公益目的事業会計保有財産) 令和元年度か
ら令和４年度分農用地賃借料 406,800

147,982,800

214,930,528

固定資産合計 

資産合計 

   ５　 財　　産　　目　　録

令和３年 ３月３１日現在

貸借対照表科目

流動資産合計

 その他固定
 資産
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(流動負債)

未　払　金 7,745,950

事業費の未払金
農地売買等事業費の未払金（合理化資産の土地売買
に係る借入金返済1件） 5,313,414
農地売買等事業費の未払金（コピー代、電話料、事
務室清掃代等） 64,123

農地売買等事業費の未払金（未払消費税） 480,300
農地中間管理事業費の未払金（農地中間管理機構事業推進費補助
金返還額、ノートパソコン賃借料等） 1,870,690

管理費の未払金 事務室電気料、ノートパソコン賃借料 17,423

未 払 費 用 1,405,777

職員に対するもの ３月分賃金、社会保険料ほか (公益目的事業会
計分) 1,309,046

３月分出張旅費(公益目的事業会計分) 93,937

３月分出張旅費(法人会計分) 2,794

短期借入金 神奈川県信連　本所 農用地取得資金の借入金 51,163,000

預り金 12,503

預り労働保険料 労働保険料の預り金 103

その他預り金 農地賃借料 12,400

賞与引当金 職員に対するもの 令和3年6月支給賞与の令和2年度負担額 2,942,521

63,269,751

(固定負債)

退職給付引当金 職員に対するもの 15,804,498

長期預り金 農業団体８団体からの預託金 30,900,000

46,704,498

109,974,249

104,956,279正味財産

固定負債合計 

負債合計 

流動負債合計 

職員３名に対する退職金の支払いに備えたも
の
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(参考)　　収　　支　　計　　算　　書

令和 ２ 年 ４ 月 １ 日 から 令和 ３ 年 ３ 月３１日まで （単位：円）

科　　　目 予　算　額 決　算　額 差　　異 備　考

Ⅰ   事業活動収支の部

1. 事業活動収入

　 ① 特 定 資 産 運 用 収 入 ( 421,000) ( 420,536) (464)

特定資産利息収入 421,000          420,536          464 

② 農地売買等事業収入 ( 147,114,000) ( 147,114,000) (0)

用 地 売 渡 収 入 136,543,000    136,543,000    0 農用地売渡 24,793㎡

受 託 料 収 入 5,357,000       5,357,000       0 

そ の 他 の 収 入 5,214,000       5,214,000       0 買入経費の売渡人負担分

③ 農地中間管理事業収入 ( 14,470,000) ( 14,469,924) (76)

用 地 貸 付 料 収 入 14,470,000      14,469,924      76 農用地貸付

④ 補　助　金　収　入 ( 53,484,000) ( 53,484,667) (△ 667)

農地集積推進事業費補助金収入 9,152,000       9,152,000       0 

農地中間管理機構事業推進費補助金収入 44,332,000      44,332,667      △ 667 

⑤ 雑　　収　　入 ( 1,237,000) ( 1,235,269) (1,731)

受 取 利 息 収 入 1,000             69                 931 

受 取 配 当 金 収 入 1,235,000       1,234,800       200 

雑　　収　　入 1,000             400                600 

事業活動収入計 216,726,000    216,724,396    1,604 

2. 事業活動支出

① 事業費支出 (209,888,000) (209,667,045) (220,955)

農地売買等事業費支出 (151,288,000) (151,067,454) (220,546)

用　地　取　得　支　出 130,505,000    130,505,000    0 農用地買入 25,477㎡

支　払　利　息　支　出 552,000          542,078          9,922 農用地買入資金支払利息

人　件　費　支　出 12,858,000      12,725,506      132,494 

業　務　費　支　出 4,430,000       4,352,349 77,651 

賞与引当金繰入支出 2,943,000       2,942,521       479 

農地中間管理事業費支出 (58,600,000) (58,599,591) (409)

用　地　賃　借　料　支　出 14,914,000      14,913,919      81 

人　件　費　支　出 35,082,000      35,053,474      28,526 

業　務　費　支　出 8,604,000       8,632,198       △ 28,198 

② 管　理　費　支　出 (2,347,000) (2,249,720) (97,280)

人　件　費　支　出 685,000          614,197          70,803 

管　理　費　支　出 1,662,000       1,635,523       26,477 

事業活動支出計 212,235,000    211,916,765    318,235 

事業活動収支差額 4,491,000 4,807,631 △ 316,631 
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Ⅱ 　投資活動収支の部

1. 投資活動収入

① 特定資産取崩収入 (2,000,000) (2,000,000) (0)

財政調整引当預金取崩収入 2,000,000       2,000,000       0 

投資活動収入計 2,000,000 2,000,000 0 

2. 投資活動支出

① 特定資産取得支出 (370,000) (370,000) (0)

退職給付引当資産取得支出 370,000          370,000          0 

投資活動支出計 370,000          370,000          0 

投資活動収支差額 1,630,000 1,630,000 0 

Ⅲ 　財務活動収支の部

1. 財務活動収入

① 借　入　金　収　入 (130,505,000) (130,505,000) (0)

短 期 借 入 金 収 入 130,505,000    130,505,000    0 農用地買入資金

財務活動収入計 130,505,000    130,505,000    0 

2. 財務活動支出

① 借入金返済支出 (133,872,000) (133,872,000) (0) 農用地買入資金返済

短期借入金返済支出 133,872,000    133,872,000    0 

財務活動支出計 133,872,000    133,872,000    0 

財務活動収支差額 △ 3,367,000 △ 3,367,000 0 

当期収支差額 2,754,000 3,070,631 △ 316,631 

前期繰越収支差額 587,000 587,970 △ 970 

次期繰越収支差額 3,341,000 3,658,601 △ 317,601 
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収 支 計 算 書 に 対 す る 注 記

一 般 会 計

１ 資金の範囲について

資金の範囲には、現金預金・未収金・前払費用・未払金・未払費用・預り金及び賞与引当金

を含めている。なお、前期末及び当期末残高は、下記２に記載するとおりである。

２ 次期繰越収支差額の内容は次のとおりである。

（単位：円）

科 目 前 期 末 残 高 当 期 末 残 高

現 金 預 金 6,405,940 10,136,614
未 収 金 2,201,000 5,455,500
前 払 費 用 175,238 173,238

合 計 （Ａ） 8,782,178 15,765,352

未 払 金 3,867,551 7,745,950
未 払 費 用 1,512,828 1,405,777
前 受 金 18,100 0
預 り 金 28,667 12,503
賞 与 引 当 金 2,767,062 2,942,521

合 計 （Ｂ） 8,194,208 12,106,751

次 期 繰 越 収 支 差 額
（Ａ）－（Ｂ） 587,970 3,658,601
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